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 1999 年（第 4 回）から 2024 年（第 9 回）の「社会保障・⼈⼝問題基本調査 世帯動態
調査」の個票データを⽤いて，わが国の世帯の変化をライフコースの観点から概説する．世
帯とは同⼀家屋に居住し⽣計をともにする 1 ⼈以上の集団であり，規模及び世帯主と同居
者の続柄の組み合わせを分類した家族類型が最も基本的な属性である（「世帯構造」『⼈⼝学
事典』）．世帯属性は，どこに住んでいるのかという地域や住宅の種類等を別にすれば，世帯
を形成する⼈の属性の集合であり，世帯はどのような⼈が世帯を構成するのかという世帯
員の属性の組み合わせによって特徴付けられる．どのような⼈の集まりであるかが世帯を
特徴付けるため，世帯を変化させる主要な 4 つの要因̶親元からの離家，結婚・配偶者との
同居，⼦の誕⽣・離家，配偶者の死亡̶は，いずれも親族との同別居に関連する．マクロな
観点からは世帯の形成・解体と拡⼤・縮⼩が世帯変動であるが，ここでは世帯形成と世帯を
拡⼤・縮⼩させる個々の世帯員の同別居⾏動（living arrangements）というミクロな⾏動に
着⽬する．とくに，親族の同別居状態に関する「典型的」なライフコース̶親元から離家→
夫婦 2 ⼈の結婚⽣活→出産・⼦育て→⼦どもが巣⽴って夫婦 2 ⼈→死別̶がどの程度「典
型的」なのかについて，1999‒2024 年の世帯動態調査の結果を⽤いて検証し，その変化と要
因を俯瞰する． 
 分析の結果，1999‒2024 年を通じた平均としては，「典型的」なライフコース過程にある
⼈は集計対象となったすべての世帯員の 71.5％であり，1999 年の 67.8％から 2024 年の
77.2％へと 3.8％ポイント上昇し，この間を通じ⼀貫した増加傾向があった．なかでも，30
〜40 歳代での未婚化及び離家の遅れと無⼦化や，70 歳代でのエンプティ・ネストの拡⼤の
影響が⽰唆された．また，⾮典型ライフコースが減少した要因として単⼀世代の増加を凌駕
する 3 世代以上世帯の減少があり，⼩規模で単純な世帯へ全般的に移⾏していることがあ
きらかになった． 
 本研究は調査実施時点の世帯員の状態を集計した静態的な⼈⼝ストックの分類に基づい
て，特定の調査年次の年齢パターンを疑似コーホート集団の年齢パターンとみて⽣涯を演
繹する期間分析である．静態的な分析であることの限界を結婚の多相⽣命表の定常⼈⼝に
よる配偶関係分布と世帯動態調査結果の⽐較を通じて指摘する． 

附記：本研究は，「世帯動態調査」および厚⽣労働⾏政推進調査事業費補助⾦（JPMH20AA2007 及び
JPMH23AA2005，研究代表⼩池司朗）による研究成果の⼀部である．本稿における「世帯動態調査」に関
する分析には，統計法第 32 条の規定に基づき，調査票情報を⼆次利⽤したものが含まれている． 


